
【問】税務課　☎ 0854－40－1034

市・県民税、所得税の申告相談が始まります　　　　　　
　市・県民税、所得税の申告相談を２月13日（火）から３月15日（木）の期間に実施しま
す。日程表で相談会場をご確認のうえお出かけください。
　なお、大東税務署では２月16日（金）から３月15日（木）まで所得税の相談会場が開設
されます。また、還付申告は１月から受け付けが始まっています。

市・県民税、所得税の申告相談が始まります
【問】税務課　☎ 0854－40－1034

　
相
談
に
お
出
か
け
の
際
は
、
収
入
金
額

や
控
除
額
が
分
か
る
給
与
・
年
金
な
ど
の

源
泉
徴
収
票
、
控
除
証
明
等
の
原
本
を
必

ず
お
持
ち
く
だ
さ
い
。

⃝
�

今
年
は
、
２
月
13
日
㈫
か
ら
22
日
㈭
、

３
月
13
日
㈫
か
ら
15
日
㈭
に
市
役
所
本

庁
舎
で
相
談
会
場
を
開
設
し
ま
す
。

⃝
�

期
間
中
（
本
庁
舎
で
の
開
設
日
を
除
い

て
）
は
、
相
談
員
が
会
場
に
出
か
け
る

た
め
税
務
課
で
は
受
け
付
け
が
で
き
ま

せ
ん
。

⃝
�

申
告
会
場
は
大
変
混
み
合
い
ま
す
。
医

療
費
や
農
業
の
経
費
が
集
計
で
き
て
い

な
い
場
合
は
一
旦
後
に
回
っ
て
い
た
だ

く
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
記
載
し
た
申
告
書
の

提
出
の
際
は
、「
本
人
確
認
」
を
し
ま
す
。

本
人
確
認
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
正
し
い

も
の
で
あ
る
こ
と
の
「
番
号
確
認
」
と
、

申
告
さ
れ
る
方
が
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
正
し

い
持
ち
主
で
あ
る
こ
と
の
「
身
元
確
認
」

に
よ
っ
て
行
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
書
類
は

毎
年
提
示
い
た
だ
く
必
要
が
あ
り
ま
す
の

で
、
相
談
会
場
に
は
次
の
も
の
を
お
持
ち

く
だ
さ
い
。

【
番
号
確
認
が
で
き
る
も
の
の
例
】

　

・
個
人
番
号
カ
ー
ド

　

・
通
知
カ
ー
ド

　

・�

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
記
載
さ
れ
た
住
民

　
　

票
の
写
し

【
身
元
確
認
が
で
き
る
も
の
の
例
】

　

・
個
人
番
号
カ
ー
ド

　

・
運
転
免
許
証

　

・
健
康
保
険
証

　

・
身
体
障
害
者
手
帳

　

・
確
定
申
告
の
お
知
ら
せ
は
が
き

　

・
税
務
署
か
ら
送
付
さ
れ
た
プ
レ
印
字

　
　

申
告
書

　

・
源
泉
徴
収
票

　

・
国
税
、
地
方
税
、
社
会
保
険
料
、
公

　
　

共
料
金
の
領
収
書

　

・
住
民
票
の
写
し

所
得
税
の
確
定
申
告
に
つ
い
て

【
確
定
申
告
が
必
要
な
方
の
例
】

①�

農
業
や
営
業
な
ど
の
事
業
を
営
ん
で
い

る
方
や
不
動
産
所
得
、
一
時
所
得
（
保

険
の
満
期
な
ど
）、
配
当
、
不
動
産
の

譲
渡
な
ど
が
あ
り
、
そ
の
所
得
の
合
計

額
が
所
得
控
除
の
合
計
額
を
超
え
る
方

②�

年
末
調
整
を
受
け
た
給
与
以
外
に
所
得

が
20
万
円
を
超
え
る
、
ま
た
は
年
末
調

整
を
受
け
た
給
与
以
外
の
給
与
収
入
が

20
万
円
を
超
え
る
方

【
確
定
申
告
が
で
き
る
方
】

①�

各
種
所
得
控
除
の
追
加
や
修
正
に
よ
り

源
泉
徴
収
さ
れ
た
所
得
税
が
戻
っ
て
く

る
方

②�

勤
務
先
で
年
末
調
整
を
受
け
て
お
ら
れ

ず
、
申
告
す
る
と
源
泉
徴
収
さ
れ
た
所

得
税
が
戻
っ
て
く
る
方

【
確
定
申
告
不
要
制
度
】

 

公
的
年
金
受
給
者
の
方
は
、
年
金
収
入

が
４
０
０
万
円
以
下
で
他
の
所
得
が
20
万

円
以
下
の
場
合
は
確
定
申
告
す
る
必
要
は

あ
り
ま
せ
ん
。

※�

所
得
税
の
還
付
を
受
け
る
た
め
に
は
、

確
定
申
告
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
申
告
に
必
要
な
も
の
】

①�

本
人
確
認
が
で
き
る
も
の
（
例
：
運
転

免
許
証
、
個
人
番
号
カ
ー
ド
な
ど
）

②�

本
人
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
わ
か
る
も
の

（
例
：
通
知
カ
ー
ド
、
個
人
番
号
が
記

載
さ
れ
た
住
民
票
）

③�

印
鑑
（
認
印
で
可
）
※
新
た
に
振
替
納

税
を
ご
利
用
さ
れ
る
場
合
は
金
融
機
関

の
届
け
印

④�

給
与
・
年
金
な
ど
の
源
泉
徴
収
票
（
原

本
）

⑤�

収
支
内
訳
書
（
営
業
所
得
、
農
業
所
得

や
不
動
産
所
得
が
あ
る
方
）

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
記
載
に
つ
い
て

　

社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
（
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
制
度
）
導
入
に
よ
り
、
平
成
28
年
分

の
申
告
か
ら
マ
イ
ナ
ン
バ
ー（
個
人
番
号
）

の
記
載
が
必
要
に
な
り
ま
し
た
。



⑥�

生
命
保
険
な
ど
の
満
期
金
や
定
期
年
金

の
給
付
金
額
が
わ
か
る
も
の

⑦�
各
種
所
得
控
除
（
社
会
保
険
料
、
生
命

保
険
料
、
地
震
保
険
料
、
医
療
費
な
ど
）

の
支
払
証
明
書
、
領
収
書
、
障
害
者
手

帳
な
ど

⑧�

本
人
の
預
貯
金
口
座
が
分
か
る
も
の

（
所
得
税
の
振
替
、
還
付
金
の
受
け
取

り
の
た
め
）

⑨�

税
務
署
か
ら
送
ら
れ
て
き
た
確
定
申
告

書
な
ど
（
該
当
の
方
の
み
）

【
ご
注
意
い
た
だ
く
こ
と
】

①
農
業
所
得

　

収
支
内
訳
書
を
作
成
し
て
お
出
か
け
く

だ
さ
い
。
記
入
方
法
は
昨
年
と
変
わ
り
ま

せ
ん
。

　

相
談
が
必
要
な
方
は
、
収
入
や
経
費
を

科
目
ご
と
に
集
計
し
て
か
ら
お
出
か
け
く

だ
さ
い
。

　

相
談
が
必
要
な
い
方
は
記
名
・
押
印
の

う
え
、
税
務
課
も
し
く
は
総
合
セ
ン
タ
ー

市
民
福
祉
課
ま
た
は
大
東
税
務
署
（
確
定

申
告
書
と
併
せ
て
）
へ
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。

　

減
価
償
却
費
の
計
算
や
ご
不
明
な
点
は

税
務
課
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　

収
支
内
訳
書
の
様
式
は
各
総
合
セ
ン

タ
ー
市
民
福
祉
課
に
用
意
し
て
い
る
ほ

か
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
国
税
庁
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
（
市
報
１

月
号
に
様
式
と
記
載
要
領
を
掲
載
し
て
い

ま
す
）。

②
社
会
保
険
料
控
除

　

国
民
年
金
保
険
料
は
、
日
本
年
金
機
構

が
発
行
す
る「
社
会
保
険
料
控
除
証
明
書
」

を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
証
明
書
の
再
発

行
は
専
用
ダ
イ
ヤ
ル
へ
お
問
い
合
わ
せ
く

だ
さ
い
。

　
専
用
ダ
イ
ヤ
ル

　
　
℡ 

０
５
７
０-

０
５
８-

５
５
５

③
医
療
費
控
除

　

平
成
29
年
中
に
ご
自
身
や
ご
家
族
の
た

め
に
支
払
っ
た
医
療
費
が
対
象
で
す
。
支

払
っ
た
医
療
費
の
合
計
金
額
、
保
険
な
ど

で
補
て
ん
さ
れ
る
金
額
を
個
人
・
病
院
ご

と
に
必
ず
集
計
し
て
お
出
か
け
く
だ
さ

い
。

　

予
防
接
種
や
健
康
診
断
、
人
間
ド
ッ
ク

の
費
用
は
、
原
則
と
し
て
医
療
費
控
除
の

対
象
に
は
な
り
ま
せ
ん
。

　

お
む
つ
代
の
医
療
費
控
除
を
受
け
る
と

き
は
、
医
師
が
発
行
す
る
「
お
む
つ
使
用

証
明
書
」
が
必
要
で
す
。

　

ま
た
、
市
報
８
月
号
で
お
知
ら
せ
し
ま

し
た
と
お
り
、
平
成
29
年
分
以
降
の
確
定

申
告
書
を
提
出
す
る
場
合
、
現
行
の
医
療

費
や
医
薬
品
の
領
収
書
に
代
え
て
医
療
費

等
の
明
細
書
を
添
付
す
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
た
だ
し
、
税
務
署
か
ら
領
収
書
の
提

示
や
提
出
を
求
め
ら
れ
た
場
合
、
そ
れ
に

応
じ
る
必
要
が
あ
る
た
め
５
年
間
は
領
収

書
を
大
切
に
保
存
し
て
お
い
て
く
だ
さ
い
。

　

今
回
、
国
税
庁
か
ら
「
医
療
費
控
除
の

明
細
書
」（
従
来
の
医
療
費
控
除
の
場
合

に
使
用
）ま
た「
セ
ル
フ
メ
デ
ィ
ケ
ー
シ
ョ

ン
税
制
の
明
細
書
」（
セ
ル
フ
メ
デ
ィ
ケ
ー

シ
ョ
ン
税
制
を
選
択
す
る
場
合
に
使
用
）

の
様
式
が
別
紙
の
と
お
り
示
さ
れ
ま
し
た

の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

④
障
害
者
控
除

　

障
害
者
手
帳
を
お
持
ち
で
な
い
場
合
で

も
要
介
護
認
定
を
受
け
て
い
る
方
は
障
害

者
控
除
に
該
当
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
方
が
障
害
者
控
除
を
受
け
る

と
き
は
、
市
が
発
行
す
る
「
障
害
者
控
除

対
象
者
認
定
書
」
が
必
要
で
す
。
認
定
書

の
発
行
は
各
総
合
セ
ン
タ
ー
市
民
福
祉
課

へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

⑤
扶
養
控
除

　

所
得
が
38
万
円
以
下
の
扶
養
親
族
は
扶

養
控
除
の
対
象
に
な
り
ま
す
。
給
与
収

入
で
は
１
０
３
万
円
以
下
、
年
金
収
入

で
は
１
０
８
万
円
以
下
（
65
歳
以
上
は

１
５
８
万
円
以
下
）
の
方
で
す
。

　

16
歳
未
満
の
扶
養
親
族
は
控
除
額
の
適

用
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
扶
養
人
数
が
市
・

県
民
税
額
に
影
響
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す

の
で
該
当
欄
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

⑥
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除

　

住
宅
ロ
ー
ン
を
利
用
し
て
住
宅
を
新

築
・
増
改
築
し
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す

場
合
は
、
税
額
控
除
が
受
け
ら
れ
ま
す
。

最
初
の
年
は
税
務
署
で
確
定
申
告
し
て
く

だ
さ
い
。

【
申
告
書
は
ご
自
分
で
作
成
を
】

　

確
定
申
告
書
は
自
分
で
計
算
し
申
告
・

納
税
す
る
こ
と
が
基
本
で
す
。
作
成
し
た

申
告
書
は
大
東
税
務
署
へ
郵
送
ま
た
は
時

間
外
収
受
箱
へ
直
接
投
函
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。
申
告
書
は
大
東
税
務
署
に
用
意

し
て
い
る
ほ
か
、
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

の
「
確
定
申
告
書
作
成
コ
ー
ナ
ー
」
で
作

成
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
ま
た
、
個
人

番
号
カ
ー
ド
ま
た
は
電
子
証
明
書
が
格
納

さ
れ
た
住
基
カ
ー
ド
お
よ
び
カ
ー
ド
リ
ー

ダ
ー
が
あ
れ
ば
自
宅
か
らｅ-

Ｔａｘ（
イ
ー

タ
ッ
ク
ス
）
に
よ
り
申
告
書
を
送
信
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
は
所
得
税
に

つ
い
て
詳
し
い
内
容
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま

す
。
申
告
書
の
作
成
に
、
ぜ
ひ
ご
活
用
く

だ
さ
い
。

　

  

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

　

 　

w
w
w
.nta.go.jp

　

  

タ
ッ
ク
ス
ア
ン
サ
ー

　

 　

w
w
w
.nta.go.jp/taxansw

er

　

  

大
東
税
務
署

　

 　

☎
０
８
５
４-
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２
３
６
０

 

市
・
県
民
税
の
申
告
に
つ
い
て

　

市
・
県
民
税
は
、
１
月
１
日
現
在
の
住

所
地
で
前
年
中
の
所
得
に
も
と
づ
い
て
課

税
さ
れ
ま
す
。
申
告
書
は
、
適
正
な
課
税

の
資
料
と
な
る
大
切
な
も
の
で
す
。
期
限

ま
で
に
申
告
を
お
願
い
し
ま
す
。
申
告
に

必
要
な
書
類
は
、
所
得
税
の
確
定
申
告
と

同
様
で
す
。

【
申
告
書
の
提
出
が
不
要
な
方
】

　

平
成
29
年
中
の
収
入
が
給
与
や
年
金
の

み
で
、
医
療
費
控
除
や
障
害
者
控
除
、
寡

婦
（
寡
夫
）
控
除
な
ど
の
各
種
控
除
を
追

加
さ
れ
な
い
方
は
申
告
書
を
提
出
す
る
必

要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

所
得
税
の
確
定
申
告
書
を
提
出
さ
れ
た

方
も
市
・
県
民
税
の
申
告
書
を
提
出
す
る

必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

【
申
告
書
の
提
出
が
な
い
と
】

　

申
告
書
の
提
出
が
な
い
と
、
各
種
手
続

き
に
必
要
な
所
得
（
課
税
）
証
明
書
の
発

行
が
受
け
ら
れ
な
か
っ
た
り
、
国
民
健
康

保
険
料
等
の
軽
減
が
受
け
ら
れ
な
い
こ
と

が
あ
り
ま
す
。

　

収
入
が
な
い
方
で
、
ど
な
た
の
扶
養
に

も
な
っ
て
い
な
い
方
や
遺
族
年
金
や
障
害

年
金
な
ど
非
課
税
年
金
の
み
受
給
さ
れ
て

い
る
方
も
申
告
書
の
提
出
を
お
願
い
し
ま

す
。

【
市
民
税
申
告
書
を
ご
自
分
で
作
成
い
た

だ
く
方
法
も
あ
り
ま
す
】

　

市
民
税
申
告
の
み
の
場
合
、
申
告
会
場

へ
行
か
ず
、
ご
自
分
で
作
成
・
提
出
す
る

方
法
も
あ
り
ま
す
。

　

市
民
税
申
告
書
を
提
出
さ
れ
る
場
合
、

申
告
会
場
へ
お
出
か
け
い
た
だ
く
以
外

に
、
市
民
税
申
告
書
に
署
名
・
押
印
し
、

必
要
事
項
を
記
入
の
う
え
、
添
付
書
類
と

と
も
に
、
税
務
課
ま
た
は
総
合
セ
ン
タ
ー

市
民
福
祉
課
へ
提
出
い
た
だ
く
方
法
で
も

か
ま
い
ま
せ
ん
。

　

そ
の
場
合
、
添
付
書
類
と
共
に
古
封
筒

に
入
れ
、
氏
名
・
住
所
を
記
載
の
う
え
封

を
し
て
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

申
告
書
は
税
務
課
お
よ
び
各
総
合
セ
ン

タ
ー
市
民
福
祉
課
に
備
え
付
け
の
ほ
か
、

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
も
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

で
き
ま
す
。 

市民税申告をして
いただく人は

※ただし、所得税の確定申告書を提出した人や公的年金のみで控除など追加する必要がない人
　は市・県民税申告書を提出する必要はありません。

平成30年１月１日現在雲南市に住んでいる人で平成29年中の所得が

なかった人

同居家族の扶養に

なっているなっていない

申　　告　　必　　要

勤務先で年末調整が
終わっている

医療費・雑損等の控除、
又は寄付金税額控除を

受ける人受けない人

申告不要 申告不要

あった人

退職等により
年末調整を受
けていない

所得は給与
だけである

給与とその他
の所得がある

給与以外の
所得がある

      確定申告書等作成 コーナ ー
　国税庁のホームページの「確定申告書等作成コーナー」では、画面の案内に従って金額等を入力すれば、税額などが
自動計算され、所得税、消費税および贈与税の申告書や青色申告決算書などを作成できます。

 

 

 

税務署に出向く必要なし！
いつでも利用可能！
自動で税額を計算！
プリントサービスにも対応！ 

詳しくは で 

e-Tax・作成コーナー
ヘルプデスク ☎0570-01-5901　月～金：9：00～20：00

マイナンバー総合
フリーダイヤル ☎0120-95-0178　月～金：9：30～20：00　　　　　　　　　　　　　土・日・祝：9：30～17：30

マイナンバーの入力と本人確認書類の提示または写しの添付が必要です。ただし、e-Taxで送信すれば本人確認書類の提示等は不要です。
マイナンバーキャラクター

マイナちゃん

書面で提出e-Taxで送信
書面提出
印刷して郵送等で
提出

・還付がスピーディー
・添付書類の提出省略

またはe-Ｔａｘ
※事前準備が必要です。

国　税　庁

所得税および復興特別所得税・贈与税
消費税および地方消費税（個人事業者）



C

３ 控除額の計算

支払った金額

保険金などで
補塡される金額

差引金額
（A－B）

（合計）

（赤字のときは０円）

合　　　　　　　　　　　　　　　　計
A B

医療費控除額
（C－12,000円）

⑵医薬品の名称

（最高8万8千円、赤字のときは0円）

D

A

B

　⑴ 取 組 内 容

平成　　　年分　セルフメディケーション税制の明細書

氏　名

※この控除を受ける方は、通常の医療費控除は受けられません

□健康診査　　　　□予防接種　　□定期健康診断

□特定健康診査　　□がん検診　　□（ ）

申告書第二表の「所得から差し引かれる金額

に関する事項」の医療費控除欄に転記します。

※取組に要した費用は、控除対象となりません。

２ 特定一般用医薬品等購入費の明細

円

申告書第一表の「所得から差し引かれる金額」の医療費控

除欄に転記し、「区分」の□に「１」と記入します。

「薬局などの支払先の名称」ごとにまとめて記入することができます。

１ 申告する方の健康の保持増進及び疾病の予防への取組

円円

⑶支払った金額

（保険者、勤務先、市区町村、

医療機関名など）

⑵ 発 行 者 名

⑴薬局などの支払先の名称

〈
重
要
な
お
知
ら
せ
〉
が
あ
り
ま
す
の
で
、
必
ず
裏
面
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

⑷ ⑶のうち生命保険
や社会保険などで
補塡される金額

平成29年分　所得（所得税・住民税）申告相談日程表
受付時間 8：30～16：00　　相談時間 9：00～12：00／13：00～17：00

　　　　 会場

　月日

【本庁舎】 【大東町】 【加茂町】 【木次町】 【三刀屋町】 【吉田町】 【掛合町】

２階201・202
・203会議室

大東地域
交流センター

加茂総合
センター

木次総合センター
 ＊は温泉交流セン
 　ターのみ

三刀屋
交流センター

２階

吉田総合センター
 ＊は田井交流セン
 　ターのみ

掛合総合センター
 ＊は波多交流セン
 　ターのみ

2月10日 土

休　　　　日2月11日 日

2月12日 月

2月13日 火 加茂町全域

2月14日 水 木次町（里方）

2月15日 木 木次町（山方） 立原・近松 飯石

2月16日 金 吉田町・掛合町全域 南加茂・北大西 中野

2月17日 土
休　　　　日

2月18日 日

2月19日 月 大東町全域 南大西・宇治・大竹 鍋山

2月20日 火 大東町全域 東谷・昭和・砂子原 鍋山

2月21日 水 三刀屋町全域 神原・延野 一宮

2月22日 木 三刀屋町全域 三代・大崎・猪尾・岩倉 一宮

2月23日 金 加茂中 一宮

2月24日 土
休　　　　日

2月25日 日

2月26日 月 寺領 三刀屋

2月27日 火 西日登 三刀屋 波多（＊）

2月28日 水 上熊谷・東日登

3月１日 木 塩田・海潮 宇谷・下熊谷 多根・松笠

3月２日 金 塩田・海潮 新市・木次 多根・松笠

3月３日 土
休　　　　日

3月４日 日

3月５日 月 佐世・海潮 入間・穴見

3月６日 火 佐世・阿用 曽木・上山（＊） 掛合

3月７日 水 佐世・阿用 深野・川手（＊） 掛合

3月８日 木 春殖・阿用 掛合

3月９日 金 春殖・幡屋 温泉・平田（＊）

3月10日 土
休　　　　日

3月11日 日

3月12日 月 春殖・幡屋 梅木・上町・下町・川原町

3月13日 火 雲南市全域 大東・幡屋 芦谷・菅谷・高殿・川尻

3月14日 水 雲南市全域 大東・久野 杉戸・大吉田・宇山・民谷

3月15日 木 雲南市全域 大東・久野

○斜線の申告会場では申告相談を受け付けできませんので、他会場へおまわりください。
○混雑をさけるため地区割りをしておりますが、ご都合がつかない場合は別の日にお出かけいただいてもかまいません。
○午前中は相談会場が大変に混み合います。時間に余裕を持ってお出かけください。

平成29年分　所得（所得税・住民税）申告相談日程表



取
組
を
行
っ
た
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
書
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を
添
付
す
る
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合
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、
こ
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て
く
だ
さ
い
。

⑵医薬品の名称

２ 特定一般用医薬品等購入費の明細 「薬局などの支払先の名称」ごとにまとめて記入することができます。

円円

⑶支払った金額⑴薬局などの支払先の名称
が
あ
り
ま
す
の
で
、
必

⑷ ⑶のうち生命保険
や社会保険などで
補塡される金額

重 要 な お 知 ら せ

セルフメディケーション税制に関する詳しいことは、パンフレット「医療費控除を受けられる方へ」や国税庁ホームページをご覧ください。

◎ インフルエンザの予防接種又は定期予防接種（高齢者の肺炎球菌感染症等）の領収書又は予防接種済証

◎ 市区町村のがん検診の領収書又は結果通知表

◎ 職場で受けた定期健康診断の結果通知表（「定期健康診断」という名称又は「勤務先（会社等）名称」が記載されている必要があります。）

◎ 特定健康診査の領収書又は結果通知表
（「特定健康診査」という名称又は「保険者名（ご加入の健保組合等の名称）」が記載されている必要があります。）

◎ 人間ドックやがん検診をはじめとする各種健診（検診）の領収書又は結果通知表
（「勤務先（会社等）名称」「保険者名（ご加入の健保組合等の名称）」が記載されている必要があります。）　

領収書の表示例

■ セルフメディケーション税制の明細書の記載要領

■ 添付又は提示が必要な書類

この明細書は、租税特別措置法第41条の17の2（セルフメディケーション税制による医療費控除の特例）の適用を受ける場合

に使用します。この控除を受ける方は、通常の医療費控除を受けることができませんので、ご留意ください。

健康の保持増進及び疾病の予防として一定の取組を行う方が、自己又は自己と生計を一にする配偶者その他の親族に係る特定一

般用医薬品等購入費（※）を支払った場合は、通常の医療費控除との選択により、セルフメディケーション税制による医療費控除

の特例の適用を受けることができます。

※　特定一般用医薬品等購入費とは、医師によって処方される医薬品（医療用医薬品）から薬局などで購入できるOTC医薬品に転用された

医薬品（スイッチOTC医薬品）の購入費をいいます。

※　取組を行ったことを明らかにする書類のうち、結果通知表は健診結果部分を黒塗り又は切取りなどをした写しで差し支えありません。

※　上記の書類に必要な事項が記載されていない場合は、勤務先や保険者などに一定の取組を行ったことの証明を依頼し、証明書の交付を

受ける必要があります。詳しくは厚生労働省のホームページをご確認ください。

● この「セルフメディケーション税制の明細書」（添付）

● 適用を受ける年分において一定の取組を行ったことを明らかにする書類（添付又は提示）

①氏名　②取組を行った年　③事業を行った保険者、事業者若しくは市区町村の名称又は取組に係る診察を行った医療機関

の名称若しくは医師の氏名の記載があるものに限ります。例えば次の書類です。

国税薬局

□□ドラッグストア

〃

2,164

13,753

ゼイムEX、カクテイ胃腸薬MN

○○○○、○○○、○○○○○、○○○

○○○、○○○、○○○○、○○○○

平成29年分の確定申告から、「セルフメディケーション税制の明細書」の添付が必要となり、医薬品購入費の

領収書の添付又は提示は必要ありません。

ただし、明細書の記入内容の確認のため、確定申告期限等から５年間、税務署から領収書の提示又は提出を求め

る場合がありますので、領収書はご自宅等で保管してください。

※平成31年分の確定申告までは、領収書の添付又は提示によることもできます。

  申告する方の健康の保持増進及び疾病の予防への取組１

  特定一般用医薬品等購入費の明細2

⑴「取組内容」欄

取組を行ったことを明らかにする書類（※）を確認し、該当する取組内容を

いずれか一つチェックします。

※下記の「添付又は提示が必要な書類」をご確認ください。

⑵「発行者名」欄

取組を行ったことを明らかにする書類の発行者の名称を記入します。

⑴「薬局などの支払先の名称」欄

医薬品を購入した薬局などの支払先の名称を記入します。

領収書が複数ある場合は、購入先ごとにまとめて記入することができます。

⑵「医薬品の名称」欄

購入した医薬品の名称を記入します。

複数の医薬品を購入した場合は、名称を並べて記入します。

⑶「支払った金額」欄

医薬品の購入金額を記入します。

複数の医薬品を購入した場合は、購入金額の合計を記入します。

⑷「⑶のうち生命保険や社会保険などで補塡される金額」欄

生命保険契約、損害保険契約又は健康保険法の規定等に基づき受け取った

保険金や給付金がある場合に、その金額を記入します。

記入例

同一の薬局で複数の医薬品を購入した場

合は、医薬品名を並べて記入するととも

に購入金額の合計を記入します。

領収書に控除の対象であることが記載されています。

医薬品の名称が枠内に記入しきれな

い場合は、このように記入します。

⑵ ⑶

３ 控除額の計算

医 療 費 の 合 計 A B

円

支払った医療費
（合計）

A

B

C

D

E

F

G

保険金などで
補塡される金額

差引金額
（A－B）

（赤字のときは０円）

所得金額の合計額

Eと10万円のいずれか
少ない方の金額

D×0.05
（赤字のときは０円）

医療費控除額
（C－F）

（最高200万円、赤字のときは０円）

氏　名

㋑㋐ 円

   

平成　　　年分　医療費控除の明細書
※この控除を受ける方は、セルフメディケーション税制は受けられません

円

⑴

円

円

２ の 合 計

申告書第二表の「所得から差し引かれる金額

に関する事項」の医療費控除欄に転記します。

申告書第一表の「所得金額」の合計欄の金額を転記します。

（注） 次の場合には、それぞれの金額を加算します。

・ 退職所得及び山林所得がある場合・・・その所得金額

・ ほかに申告分離課税の所得がある場合・・・その所得金額

（特別控除前の金額）

なお、損失申告の場合には、申告書第四表（損失申告用）の

「４繰越損失を差し引く計算」欄の83の金額を転記します。

申告書第一表の「所得から差し引かれる金額」の医療

費控除欄に転記します。

医療費通知（※）を添付する場合、右記の⑴～⑶を記入します。

※医療保険者が発行する医療費の額等を通知する書類で、所定の事項が

　記載されたものをいいます。

　（例：健康保険組合等が発行する「医療費のお知らせ」）

（㋑＋㋓）（㋐＋㋒） 円 円

㋒ ㋓

円

１ 医療費通知に関する事項

２ 医療費（上記１以外）の明細
「医療を受けた方の氏名」、「病院・薬局などの支払先の名称」ごとにまとめて記入する
ことができます。上記１に記入したものについては、記入しないでください。

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

〈
重
要
な
お
知
ら
せ
〉
が
あ
り
ま
す
の
で
、
必
ず
裏
面
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

⑸ ⑷のうち生命保険
や社会保険などで
補塡される金額

⑵のうち生命保険
や社会保険などで
補塡される金額

⑴のうちその年中
に実際に支払った
医療費の額

医療費通知に記載
された医療費の額

⑷支払った医療費
の額

⑶医療費の区分
⑵病院・薬局などの
支払先の名称

⑴医療を受けた方の
氏名



医
療
費
通
知
な
ど
の
書
類
を
添
付
す
る
場
合
は
、
こ
ち
ら
に
貼
っ
て
く
だ
さ
い
。

⑵ ⑶

㋑㋐ 円円

⑴

円

を記入します。

〈
重
要

⑵のうち生命保険
や社会保険などで
補塡される金額

⑴のうちその年中
に実際に支払った
医療費の額

医療費通知に記載
された医療費の額

円

   

円

２ 医療費（上記１以外）の明細 １

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□診療・治療　□介護保険サービス
□医薬品購入　□その他の医療費

□ □

お
知
ら
せ
〉
が
あ
り

⑸ ⑷のうち生命保険
や社会保険などで
補塡される金額

⑷支払った医療費
の額

⑶医療費の区分
⑵病院・薬局などの
支払先の名称

⑴医療を受けた方の
氏名

医師が発行した「おむつ使用証明書」

温泉療養証明書

運動療法実施証明書

ストマ用装具使用証明書

医師の診断書（その患者がＢ型肝炎にかかっており、
医師による継続的治療を要する旨の記載のあるもの）

処方箋（医師が、白内障等一定の疾病名と治療を必要
とする症状を記載したもの）

在宅介護費用証明書

▼
▼

▼
▼

▼
▼

▼

医療費控除に関する詳しいことは、パンフレット「医療費控除を受けられる方へ」や国税庁ホームページをご覧ください。

◎ 寝たきりの人のおむつ代
※　おむつ代について医療費控除を受けることが２年目以降で介護保険法の要介護認定を受けている一定

の人は、市町村長等が交付するおむつ使用の確認書等を「おむつ使用証明書」に代えることができます。

◎ 温泉利用型健康増進施設の利用料金

◎ 指定運動療法施設の利用料金

◎ ストマ用装具の購入費用

◎ Ｂ型肝炎患者の介護に当たる同居の親族が受ける同ワクチンの接種費用

◎ 白内障等の治療に必要な眼鏡の購入費用

◎ 市町村又は認定民間事業者による在宅療養の介護費用

■ 医療費控除の明細書の記載要領

■ 添付又は提示が必要な書類

この明細書は、所得税法第73条（医療費控除）の適用を受ける場合に使用します。この控除を受ける方は、セルフメディケー

ション税制による医療費控除の特例を受けることができませんので、ご留意ください。

● この「医療費控除の明細書」（添付）

● 医療費通知（原本）「❶ 医療費通知に関する事項」に記入したものに限ります。（添付）

● 次の費用について医療費控除を受ける場合は、それぞれ該当する書類（添付又は提示）

176,584 153,300

国税　太郎

〃

○△病院

JR、○○バス

12,000

1,560

✓

✓

重 要 な お 知 ら せ

平成29年分の確定申告から、「医療費控除の明細書」の添付が必要となり、医療費の領収書の添付又は提示は

必要ありません。

ただし、明細書の記入内容の確認のため、確定申告期限等から５年間、税務署から領収書（医療費通知に係るも

のを除きます。）の提示又は提出を求める場合がありますので、領収書はご自宅等で保管してください。

※平成31年分の確定申告までは、領収書の添付又は提示によることもできます。

  医療費(上記❶以外）の明細2

  医療費通知に関する事項１
医療費通知を添付する場合、⑴～⑶を記入します。
※１　医療費通知とは、医療保険者が発行する医療費の額等を通知する書類で、次の事項が記載されたものをいいます。

①被保険者等の氏名　②療養を受けた年月　③療養を受けた者　④療養を受けた病院、診療所、薬局等の名称　

⑤被保険者等が支払った医療費の額　⑥保険者等の名称

※２　自己又は生計を一にする配偶者その他の親族のために支払った医療費に関する医療費通知に限ります。

⑴「医療費通知に記載された医療費の額」欄

自己が負担した医療費の合計額を記入します。通知が複数ある場合は、全て合計し記入します。

⑵「⑴のうち、その年中に実際に支払った医療費の額」欄

⑴の医療費のうち、その年中に実際に支払った医療費の合計額を記入します。
※　医療費通知に記載された医療費の額は、実際に支払った金額と異

なる場合がありますので、領収書をご確認ください。

⑶「⑵のうち、生命保険や社会保険などで補塡される金額」欄

生命保険契約、損害保険契約又は健康保険法の規定等に基づき受

け取った保険金や給付金（入院費給付金、出産育児一時金、高額

療養費など）がある場合に、その金額を記入します。
※　保険金などで補塡される金額は、その給付の目的となった医療費

の金額を限度として差し引きますので、引ききれない金額が生じた

場合であっても、他の医療費からは差し引きません。

その年中に自己又は生計を一にする配偶者その他の親族のために支払った医療費について、領収書から必要事項を記入します。

（「❶医療費通知に関する事項」に記入したものについては、記入しないでください。）

⑴「医療を受けた方の氏名」欄

医療を受けた方の氏名を記入します。

⑵「病院・薬局などの支払先の名称」欄

診療を受けた病院や医薬品を購入した薬局などの支払先の

名称を記入します。

⑶「医療費の区分」欄

医療費の内容として該当するものを全てチェックします。

⑷「支払った医療費の額」欄

医療費控除の対象となる金額を記入します。

⑸「⑷のうち生命保険や社会保険などで補塡される金額」欄

上記❶⑶と同様です。

記入例

記入例

医療費通知に記載

された自己負担額

の合計額を記入し

ます。

⑴で記入した医療費

のうち、その年中に

実際に支払った金額

を領収書等で確認し、

合計額を記入します。

⑵の医療費につ

いて、保険金な

どを受け取った

場合は、その金

額を記入します。

例）国税太郎さんが○△病院に通院した場合

　　2月18日　診療：6,500円　通院費（JR、○○バス）往復780円

　　5月28日　診療：5,500円　通院費（JR、○○バス）往復780円

○△病院計：12,000円　　通院費計：1,560円

※　「□その他の医療費」欄は、例えば、通院費、医療用器具の購入（いずれも

通常必要なものに限ります。）などがある場合にチェックします。

※　通院費の支払先が乗り継ぎ等により複数ある場合には、記入例のよ

うにまとめて記入しても差し支えありません。

※　控除の対象となる医療費の範囲など、詳しくはパンフレット「医療費

控除を受けられる方へ」や国税庁ホームページをご覧ください。


